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投資主の皆様には、ますますご清栄のこととお慶び申し上げます。

平素は、グローバル・ワン不動産投資法人及びグローバル・アライアンス・リアルティ株

式会社に関しまして、格別のご高配を賜りまして、厚く御礼申し上げます。

本投資法人は、この度、第11期（平成21年3月期）の決算が終了いたしましたので、ここ

に第11期の運用の概況と決算につきましてご報告申し上げます。

第11期は、営業収益4,868百万円、経常利益2,027百万円となり、当期純利益2,026百万円を

計上いたしました。この結果、分配金につきましては、投資口1口当たり20,918円とさせてい

ただくことになりました。

今後とも中長期的な観点から運用資産の着実な成長と安定した収益の確保を目指して運用

を行って参ります。

投資主の皆様におかれましては、今後とも変わらぬご支援、ご鞭撻を賜りますよう何卒宜

しくお願い申し上げます。

グローバル・ワン不動産投資法人

執行役員　齊藤 利雄
グローバル・ワン不動産投資法人

執行役員　北島 洋一郎
グローバル・アライアンス・リアルティ株式会社

代表取締役社長　山内 正教
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蠢. 投 資 法 人 の 概 要

運用状況

1. 決 算 ハ イ ラ イ ト
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第11期
（自平成20年10月 1 日
至平成21年 3 月31日）

営業収益（百万円）

営業利益（百万円）

経常利益（百万円）

当期純利益（百万円）

4,868

2,359

2,027

2,026

第7期
（自平成18年10月 1 日
至平成19年 3 月31日）

3,918

1,917

1,465

1,464

第8期
（自平成19年 4 月 1 日
至平成19年 9 月30日）

4,855

2,394

1,902

1,900

第9期
（自平成19年10月 1 日
至平成20年 3 月31日）

8,580（4,779）

6,019（2,219）

5,654（1,854）

5,653（1,853）

第10期
（自平成20年 4 月 1 日
至平成20年 9 月30日）

5,098

2,520

2,131

2,130

分配状況

（注1）「配当性向」については小数点第1位未満を切捨てにより表示しております。
（注2）括弧内の金額は、不動産等売却益（3,800百万円）を除いた金額を記載しております。

第11期
（自平成20年10月 1 日
至平成21年 3 月31日）

1口当たり分配金（円）（利益超過分を含まない）

分配金総額（百万円）

1口当たり利益超過分配金

利益超過分配金総額

配当性向（％）

20,918

2,026

―

―

100.0

第7期
（自平成18年10月 1 日
至平成19年 3 月31日）

19,163

1,464

―

―

99.9

第8期
（自平成19年 4 月 1 日
至平成19年 9 月30日）

19,612

1,900

―

―

99.9

第9期
（自平成19年10月 1 日
至平成20年 3 月31日）

58,347（19,126）

5,653（1,853）

―

―

100.0

第10期
（自平成20年 4 月 1 日
至平成20年 9 月30日）

21,981

2,129

―

―

99.9

（注）括弧内の金額は、不動産等売却益（3,800百万円）を除いた金額を記載しております。
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蠢. 投 資 法 人 の 概 要

2. 投 資 法 人 の 特 色
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本投資法人は、3大都市圏（首都圏、中部圏及び近畿圏）の主要都市及び3大都市圏以外の政
令指定都市に立地する主たる用途がオフィスである建物及びその敷地から構成される不動産並
びにかかる不動産を裏付けとする有価証券及び信託受益権その他の不動産関連資産に対して主
として投資を行い、中長期的な観点から、運用資産の着実な成長と安定した収益の確保を目指
して運用を行います。
本投資法人の資産の運用に係る業務について、本投資法人は、平成21年3月31日現在、投資信

託及び投資法人に関する法律（以下「投信法」といいます。）第198条に基づき、グローバル・
アライアンス・リアルティ株式会社（以下「資産運用会社」といいます。）に全て委託していま
す。

3. 投 資 法 人 の 仕 組 み （平成21年3月31日現在）

投 資 法 人  

金融機関等・ 
投資法人債投資家 

資産保管会社 
一般事務受託者 

三菱UFJ信託銀行 

不動産管理会社 

東京証券取引所 
投 資 家 

資産運用会社 

投 資 家 

分配金 

投資口 
売買 

売買 
出　資 

借入・投資法人債発行 

賃料等 管理委託 指図 投資 

資産運用委託 

保有不動産 

金利支払等 

資産保管業務委託　一般事務委託 

不動産管理 

投 資 家 

投資主総会 

役　員　会 

会計監査人 
新日本有限責任監査法人 
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4. 投 資 口 の 状 況

◆投資口価格の動き

３，５００ 

平成１５年 
９月２５日 

平成１６年 
３月末 

平成１６年 
９月末 

平成２１年 
３月末 

平成２０年 
９月末 

平成２０年 
３月末 

平成１９年 
９月末 

平成１９年 
３月末 

平成１８年 
９月末 

平成１８年 
３月末 

平成１７年 
３月末 

（注）投資口価格は終値ベースで記載しております。 
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６００，０００ ５００ 

４００，０００ ０ 
平成１７年 
９月末 

出来高（口） 平成２１年３月３１日現在 
　上場来高値：（取引値） １,６６０,０００円（平成１９年４月１８日） 
　上場来安値：（取引値） ４９４,０００円（平成１５年９月２５日） 

投資口価格（円） 

◆所有者別状況（平成21年3月31日現在）

２０％ ４０％ ６０％ ８０％ 

所有者別投資主数 
合計　６,６１５人 

所有者別投資口数 
合計　９６，９００口 

０％ １００％ 

（注）比率は、小数点第2位未満を切捨てております。 

個人・その他 
１４,５８２口 
（１５.０４％） 

金融機関（証券会社含む） 
６４,１５８口 
（６６.２１％） 

その他の国内法人 
３,５４８口 
（３.６６％） 

外国法人・個人 
１４,６１２口 
（１５.０７％） 

個人・その他 
６,２３２人 
（９４.２１％） 

金融機関（証券会社含む） 
１１７人 
（１.７６％） 

その他の国内法人 
１４３人 
（２.１６％） 

外国法人・個人 
１２３人 
（１．８５％） 
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蠢. 投 資 法 人 の 概 要

品川区 

港区 

千代田区 

中央区 

スフィアタワー
天王洲

TK南青山ビル

明治安田生命
さいたま新都心ビル

近鉄新名古屋ビル

銀座ファーストビル

大手町ファーストスクエア

東京都心部

愛知県

埼玉県 5

4

1

23

7

1

2

3

457 淀屋橋
フレックスタワー
6

6
大阪府

5. ポ ー ト フ ォ リ オ マ ッ プ
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所有形態 延床面積
（㎡）

物件名
（所在）

総賃貸可能面積
（㎡）

建築時期 取得価額
（百万円）

投資比率

（注1）「延床面積」は、所有形態にかかわらず、建物全体の面積を記載しております。
（注2）「総賃貸可能面積」は、投資対象面積を記載しております。
（注3）「取得価額」は、当該不動産関連資産の取得に要した諸費用（売買媒介手数料、公租公課等）を含まない金額（売買契約

書等に記載された売買価額）をいい、百万円未満を切捨てしております。
（注4）「投資比率」とは、取得価額の総額に対する当該不動産関連資産の取得価額の比率をいい、小数点第2位を四捨五入して

おります。
（注5）一部（準共有持分33％）譲渡したため、準共有持分67％に相当する取得価額を記載しております。

大手町ファーストスクエア
（東京都千代田区大手町）

区分所有権
（信託受益権）

銀座ファーストビル
（東京都中央区銀座）

区分所有権
（信託受益権）

TK南青山ビル
（東京都港区南青山）

所有権
（信託受益権）

スフィアタワー天王洲
（東京都品川区東品川）

所有権
（信託受益権の準共有持分67％）

明治安田生命さいたま新都心ビル
（埼玉県さいたま市中央区）

所有権の共有持分50％
（信託受益権）

淀屋橋フレックスタワー
（大阪府大阪市中央区）

近鉄新名古屋ビル
（愛知県名古屋市中村区）

所有権
（信託受益権）

所有権（一部借地権）
（信託受益権）

合　　　　　計

141,228.06

12,479.45

20,958.79

47,151.72

78,897.42

10,997.50

27,152.49

338,865.43

8,203.48

7,841.72

14,012.64

17,908.43

21,704.32

7,394.47

18,578.28

平成 4 年 2 月

平成10年 8 月

平成15年 5 月

平成 5 年 4 月

平成14年 3 月

平成18年11月

平成 5 年 3 月

23,495

12,282

35,000

12,114
（注5）

22,700

7,834

16,852

18.0％

9.4％

26.9％

9.3％

17.4％

6.0％

12.9％

95,643.34 130,277 100.0％

7. 総 賃 貸 可 能 面 積 と 稼 働 率

物件数年月 テナント数（注1） 総賃貸可能面積（㎡） 稼働率（％）（注2）

平成20年4月末

5月末

6月末

7月末

8月末

9月末

10月末

11月末

12月末

平成21年1月末

2月末

3月末

7

7

7

7

7

7

7

7

7

7

7

7

127

127

127

127

127

128

126

125

124

123

123

121

95,635.32

95,635.32

95,635.32

95,635.32

95,635.32

95,632.22（注3）

95,646.44（注4）

95,646.44

95,646.44

95,646.44

95,643.34（注5）

95,643.34

98.6

99.1

98.1

98.0

98.0

98.7

96.8

94.7

93.4

93.1

94.5

94.0

第
10
期

第
11
期

（注1）「テナント数」は、同一テナントが複数の物件に入居している場合には、1テナントとして算出しております。
（注2）「稼働率」は、小数点第2位を四捨五入しております。
（注3）スフィアタワー天王洲において、メゾネット（二階層に跨る内階段）部分を撤去したことに伴い、総賃貸可能面積が減

少しております。
（注4）近鉄新名古屋ビルの地下1階共用部の一部を貸室にしたことにより、総賃貸可能面積が増加しております。
（注5）スフィアタワー天王洲において、メゾネット（二階層に跨る内階段）部分を撤去したことに伴い、総賃貸可能面積が減

少しております。

6. ポ ー ト フ ォ リ オ の 概 要 （平成21年3月31日現在）
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蠢. 投 資 法 人 の 概 要

第11期末保有物件

 

半蔵門線 

三田線 

桔
梗
壕 

丸
ノ
内
線 

東西線 

皇
居
東
御
苑 

日
比
谷
通
り 

千
代
田
線 

東
京
駅 

東
北
上
越
新
幹
線 

J 
R
山
手
線 

JR東京駅 

大
手
町
駅 

大
手
町
駅 

行幸通り 

大手門 

丸ビル 

新丸ビル 

大手町ファーストスクエア周辺図

大手町ファーストスクエア

所在地（住居表示） 東京都千代田区大手町一丁目5番1号
所　有　形　態 土地：所有権 建物：区分所有権（一部共有）
延　床　面　積 141,228.06裃（注）
総賃貸可能面積 8,203.48裃
建　築　時　期 平成4年2月
最寄駅・所要時間 地下鉄丸ノ内線・東西線・千代田線・半蔵門線・

三田線「大手町駅」直結
（注） 延床面積は建物全体の面積を記載

地 域 特 性

本物件の所在する「丸の内・大手町ゾー
ン」は業務地区としての歴史や特性を活
かした都市景観が形成されているととも
に、世界都市東京の中心にふさわしい国
際業務センターとして我が国の代表的な
ビジネス拠点を形成しております。
国内外の優良企業の本社等オフィスが集
積し、オフィスビルの立地ポテンシャル
が高い地域です。
また、本物件は、首都の玄関であるＪＲ
「東京駅」に加えて、地下鉄5線（丸ノ内
線、東西線、千代田線、半蔵門線及び三
田線）が乗り入れる「大手町駅」に直結
しており、交通利便性に優れています。
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第11期末保有物件

三越 

松屋 

メルサ 

日
比
谷
線
 

有
楽
町
線
 

東
銀
座
駅

銀
座
駅

銀
座
一
丁
目
駅

浅
草
線 

銀
座
線 

中
央
通
り 

昭
和
通
り 

有楽町駅

J
R有
楽
町
駅

丸
ノ
内
線 

東京高速道路 

マリオン 
プランタン 

ホテル西洋 
銀座 

銀座ファーストビル周辺図

銀座ファーストビル

所在地（住居表示） 東京都中央区銀座一丁目10番6号
所　有　形　態 土地：敷地権（所有権の共有持分） 建物：区分所有権
延　床　面　積 12,479.45裃（注）
総賃貸可能面積 7,841.72裃
建　築　時　期 平成10年8月
最寄駅・所要時間 地下鉄有楽町線「銀座一丁目駅」直結

地下鉄銀座線・日比谷線・丸ノ内線「銀座駅」徒歩4分
地下鉄浅草線「東銀座駅」徒歩4分　JR「有楽町駅」徒歩7分

（注） 延床面積は建物全体の面積を記載

地 域 特 性

本物件の所在する「銀座ゾーン」は、古
くから我が国を代表する商業地区として
広く認知されていますが、近年は海外一
流ブランドショップの集積に伴い、新た
な魅力が国内外に発信されるようになっ
ており、伝統と革新性が共存する稀有な
地域となっております。
また、地域内にJRと地下鉄5線（有楽町線、
銀座線、日比谷線、丸ノ内線及び浅草線）
が乗り入れ、東京駅・羽田空港へのアク
セスも良いことから、都心部の中でも屈
指の交通至便な場所となっています。そ
のため、広告・出版業などブランドイメ
ージの強い立地に惹かれる企業を中心に、
根強いビジネスニーズを有する地域とな
っています。
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蠢. 投 資 法 人 の 概 要

第11期末保有物件
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青山霊園 

青山小学校 

ホンダ 
青山ビル 

大
江
戸
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赤坂図書館 

TK南青山ビル周辺図

TK南青山ビル

所在地（住居表示） 東京都港区南青山二丁目6番21号外
所　有　形　態 土地：所有権　　建物：所有権
延　床　面　積 20,958.79裃
総賃貸可能面積 14,012.64裃
建　築　時　期 平成15年5月
最寄駅・所要時間 地下鉄銀座線・半蔵門線・大江戸線「青山一丁目駅」徒歩2分

地下鉄銀座線「外苑前駅」徒歩4分

地 域 特 性

本物件の所在する「青山ゾーン」
は、国内外のブランドショップ
が集積する日本を代表する商業
ゾーンとしての特徴を持ち、オ
フィスビル立地の観点において
も、「青山」という地区のブラン
ド性を評価し、その立地に固執
するテナントの根強いニーズが
あり、その地区ポテンシャルが
高い地域です。
また、本物件は地下鉄3線（銀座
線、半蔵門線及び大江戸線）が
乗り入れる「青山一丁目駅」か
ら徒歩2分、銀座線「外苑前駅」
から徒歩4分の位置にあり、交通
利便性に優れています。
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第11期末保有物件
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　　天王洲 
郵船ビル 

　　天王洲 
パークサイドビル 

寺田倉庫 
本社 

J
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L
ビ
ル 

天王洲 
ファーストタワー 

スフィアタワー天王洲周辺図

スフィアタワー天王洲
地 域 特 性

本物件の所在する「品川・天王洲ゾーン」は、首

都圏におけるウォーターフロント開発の先駆けと

なった天王洲地区を中心に構成されています。同

地区は比較的新しい大型のオフィスビルやマンシ

ョン等が立ち並ぶとともに、運河沿いの各所に憩

いの場が設けられるなど、機能性とアメニティ性

が共存する地域となっており、外資系企業やIT関

連企業、旅行関連企業等のオフィス集積がみられ

ます。

また同地区には、「浜松町駅」から羽田空港までを

結ぶ東京モノレール線と、「新木場駅」からお台場

地区を経由して「大崎駅」までを繋ぎ、そこから

はJR埼京線との相互乗り入れを行っている東京臨

海高速鉄道りんかい線の2線が乗り入れており、東

京駅方面にも新宿駅・渋谷駅方面にもアクセスし

やすい立地となっています。

所在地（住居表示） 東京都品川区東品川二丁目2番8号
所 有 形 態（注1） 土地：所有権　　建物：所有権（一部共有）
延　床　面　積 47,151.72裃（注2）
総賃貸可能面積 17,908.43裃（注3）
建　築　時　期 平成5年4月
最寄駅・所要時間 東京モノレール線「天王洲アイル駅」に駅連絡橋を通じて直結

東京臨海高速鉄道りんかい線「天王洲アイル駅」徒歩3分
（注1）信託受益権の準共有持分67％を保有
（注2）延床面積は建物全体の面積を記載
（注3）総賃貸可能面積は建物の67％相当を記載
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蠢. 投 資 法 人 の 概 要

第11期末保有物件
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高速入口 

けやきひろば 

さいたま 
スーパーアリーナ 

明治安田生命さいたま新都心ビル周辺図

明治安田生命さいたま新都心ビル
（通称 ランド・アクシス・タワー（L.A.タワー））

所　　在　　地 埼玉県さいたま市中央区新都心11番地2
所　有　形　態 土地：所有権（共有持分50％）建物：所有権（共有持分50％）
延　床　面　積 78,897.42裃（注1）
総賃貸可能面積 21,704.32裃（注2）
建　築　時　期 平成14年3月
最寄駅・所要時間 JR「さいたま新都心駅」徒歩1分

JR「北与野駅」徒歩7分
（注1）延床面積は建物全体の面積を記載
（注2）総賃貸可能面積は建物全体の50％相当を記載

地 域 特 性

本物件の所在する「さいたま新都心地区」
は、旧国鉄大宮操車場跡地に再開発が行
われた地域です。歩行者デッキ、道路、
共同溝などの都市基盤整備のもと、平成
12年の「さいたま新都心駅」開業を経て、
さいたま新都心合同庁舎、さいたまスー
パーアリーナ、本物件を始めとしたオフ
ィスビル、コクーン新都心（ショッピン
グモール）などの各種施設が相次いで供
給されました。「さいたま新都心地区」は
関東甲信越地方を所掌する国の行政機関
や、オフィスビル等の業務施設、文化・
商業施設等の都市機能が集積し、今後さ
らなる発展が見込める地域です。
本物件は、JR京浜東北線、宇都宮線及び
高崎線「さいたま新都心駅」から屋根付
歩行者デッキを通じ徒歩1分の場所に位置
するという恵まれた鉄道アクセスの他、
広域幹線道路や首都高速道路のインター
チェンジが至近にあって車でのアクセス
も良好であるなど、東京周辺都市部なら
ではの利便性を備えています。
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第11期末保有物件
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日本生命 

なにわ橋駅 

大江橋駅 

京阪中之島線 

淀屋橋フレックスタワー周辺図

淀屋橋フレックスタワー

所在地（住居表示） 大阪府大阪市中央区高麗橋三丁目3番11号
所　有　形　態 土地：所有権　　建物：所有権
延　床　面　積 10,997.50裃
総賃貸可能面積 7,394.47裃
建　築　時　期 平成18年11月
最寄駅・所要時間 大阪市営地下鉄御堂筋線「淀屋橋駅」徒歩3分

京阪本線「淀屋橋駅」徒歩5分
大阪市営地下鉄堺筋線「北浜駅」徒歩5分

地 域 特 性

本物件の所在する「淀屋橋地区」は、多くの金
融機関や企業が集積する大阪を代表するビジネ
スエリアです。オフィスビル立地の観点におい
ても、オフィスマーケットの中心的なゾーンと
位置付けられており、金融・保険・製造業を中
心とした大企業が集積していることから、業務
集積度の高さを選好理由とするテナントの底堅
い需要が存在し、その地区ポテンシャルが非常
に高い地域です。
また、本物件は、大阪の主要幹線である御堂筋
からほど近く、大阪市営地下鉄御堂筋線「淀屋
橋駅」から徒歩3分、京阪本線「淀屋橋駅」か
ら徒歩5分、大阪市営地下鉄堺筋線「北浜駅」
から徒歩5分の場所に位置し、交通利便性に優
れています。
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蠢. 投 資 法 人 の 概 要

第11期末保有物件
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近鉄新名古屋ビル周辺図

近鉄新名古屋ビル

所在地（住居表示） 愛知県名古屋市中村区名駅四丁目5番28号
所　有　形　態 土地：所有権（一部借地権） 建物：所有権
延　床　面　積 27,152.49裃
総賃貸可能面積 18,578.28裃
建　築　時　期 平成5年3月
最寄駅・所要時間 地下鉄東山線・桜通線「名古屋駅」徒歩3分

JR、近鉄線、名鉄線「名古屋駅」徒歩5分

地 域 特 性

本物件の所在する「名駅ゾーン」は東京圏、関
西圏に次ぐ我が国3大都市圏の一つである中部
圏の玄関口JR「名古屋駅」正面（東側）に位置
し、JR東海道本線、中央線、関西線だけでなく
新幹線、地下鉄、名鉄、近鉄のターミナル駅が
集中し、かつ道路環境にも優れた交通至便の地
区です。
広域的な交通の利便性に優れているため、営業
上の拠点として企業の立地選好の傾向が強く、
また従来から一部上場の企業群を中心とした業
務集積性の高い地域でもあります。当該ゾーン
では「桜通」、「錦通」、「広小路通」といった大
通沿いにビルが立ち並び、優良企業が求めるオ
フィス使用面積は相対的に大きくなるため延床
面積規模の大きな物件が多い地域であるといえ
ます。
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8. ポ ー ト フ ォ リ オ 戦 略

盧基本方針
本投資法人は、中長期的な観点から、本投資法人の資産の着実な成長と安定した収益の確

保を目指して運用を行います。
また、不動産投資・運用面のみならず財務運営面においても「投資主の最大利益」を最終

目的とし、資産運用を行います。

盪ポートフォリオの構築
本投資法人は、以下の項目に重点を置き、投資対象不動産を厳選したうえでポートフォリ

オを構築していきます。

①長期的資産価値の維持
本投資法人では、一定期間経過後も投資家の投資需要を誘引する魅力のある不動産関連資

産への投資を行うことが重要であると認識しております。
そのために、近（立地の優れた物件）・新（築年数の浅い物件）・大（大型の物件）の3

要素を重視したうえで、マーケットにおける優位性を持った中長期的競争力の高い優良不動
産関連資産を慎重に選定して投資を行います。

②安定賃料収入の確保
本投資法人では、キャッシュ・フロー（賃料収入）について中長期的安定度が高いと見込

まれることに加えて、取得時点において、当面2年程度のキャッシュ・フローの確実性の高
い賃貸借契約が締結されている不動産関連資産であれば、優先的に投資対象として検討しま
す。

蘯運用資産のクオリティと成長スピード
本投資法人は、成長スピードにのみ目を奪われ「投資主の利益」を損なうような不動産関

連資産への投資を行うことがないように細心の注意を払いつつ、運用資産のクオリティと成
長スピードをバランス良く両立させるべく、中長期保有を前提として不動産関連資産を取得
して参ります。ただし、当該不動産関連資産の取得後において、不動産市況、当該不動産関
連資産の特性及びポートフォリオの状況等を検討し、売却好機と判断すれば当該不動産関連
資産の売却を行う場合もあります。
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9. ポ ー ト フ ォ リ オ の 特 徴 （平成21年3月31日現在）
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『近』：利便性の高い立地
最寄駅に直結又は徒歩5分以内

『新』：築年数の浅い物件

『大』：大規模な物件
■1 物件当たり平均取得価額：186億円
■1物件当たり平均総賃貸可能面積：13,663㎡
（注）表示桁数未満は切捨てております。

■築年数

（注）ポートフォリオ平均の数値は、総賃貸可能面積により
加重平均して算出しております。

■PML値
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■取得価額 ■総賃貸可能面積

蠢. 投 資 法 人 の 概 要
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10. 資 産 運 用 会 社 の 概 要 （平成21年3月31日現在）

◆株主構成

◆組織図

（注1）「比率」は、発行済株式総数に対する当該株主の所有株式数の比率を表しております。
資産運用会社は、本投資法人と資本関係はありません。

（注2）キャップマークインベストメンツ株式会社は、平成20年12月24日付でキャップマークインベストメントアドバイザーズ
株式会社から商号変更しております。

住　　　所名　　　称 所有株式数
（株）

比率
（％）（注1）

明治安田生命保険相互会社

近畿日本鉄道株式会社

キャップマークジャパン株式会社

株式会社三菱東京UFJ銀行

三菱UFJ信託銀行株式会社

明治安田システム・テクノロジー株式会社

近鉄不動産株式会社

キャップマークインベストメンツ株式会社（注2）

三菱UFJリース株式会社

小　　　　　計

株式会社三菱総合研究所、その他国内金融機関12社

合　　　　　計

東京都千代田区丸の内二丁目1番1号

大阪府大阪市天王寺区上本町六丁目1番55号

東京都港区赤坂一丁目11番44号

東京都千代田区丸の内二丁目7番1号

東京都千代田区丸の内一丁目4番5号

東京都豊島区高田三丁目35番1号

大阪府大阪市中央区難波二丁目2番3号

東京都港区赤坂一丁目11番44号

東京都千代田区丸の内一丁目5番1号
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800

800
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400
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392

392

392
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3,232
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4.9

4.9

59.6

40.4

100.0

◆名称、代表者の役職氏名、本店の所在の場所、設立及び資本の額
①名　　　　　　称：グローバル・アライアンス・リアルティ株式会社
②代表者の役職氏名：代表取締役社長　山内　正教
③本店の所在の場所：東京都千代田区麹町四丁目1番地
④設　　　　　　立：平成14年7月1日
⑤資 本 の 額：4億円

●投資法人の資産の運
用方針・計画策定及
び実行 
●資産取得に係るデュ
ー・ディリジェンス 
●プロパティ・マネジ
メント会社の選任の
検討並びに指揮及び
監督 

投信運用部 

投信業務執行委員会 

コンプライアンス室 
コンプライアンス・オフィサー 

不動産運用マネジメント業務執行委員会 

リスク管理・ 
コンプライアンス委員会 

●投資法人の資金調達
及び金銭の分配に係
る助言 
●投資法人の情報開示
に関する基本方針･
計画の策定に係る助
言 
●投資法人の資産の計
理の統括 

投信業務部 

●経営全般に係る企画
及び立案 
●株主総会及び取締役
会の運営 
●決算・経理・財務 
●人事・労務・総務 
●コンプライアンスに
関する事項の遂行管
理 

企画総務部 

●経済全般の動向の調
査 
●不動産マーケットの
調査 
●不動産に係る運営管
理の調査・研究 

調査部 
不動産運用 
第1部 

不動産運用 
第2部 

●顧客の助言対象不動産等の入替
計画及び収支計画策定に係る助
言 
●顧客が保有する助言対象不動産
等の管理及び運営に係る助言 
●顧客が保有する助言対象不動産
等の賃貸及び補改修に係る助言 

不動産運用マネジメント本部 

代表取締役社長 

取　締　役　会 

監　　査　　役 

株　主　総　会 
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第11期

（自平成20年10月 1 日
至平成21年 3 月31日）

（a）
（b）
（c）

（d）
（c）／（d）
（e）
（注3）
（e）／（d）

（注4）
（注4）
（注4）
（注4）
（c）／（b）

（e）／（a）（注5）

（注6）
（注6）
（注6）
（注6）

（注4）
（注4）
（注4）
（注4）

百万円
百万円
百万円
百万円
百万円
百万円
百万円
百万円
百万円
百万円
口
円
百万円
円
円
円
円
％
％
％
％
％
％

件
件
㎡
％
百万円
百万円
百万円
円
倍
倍
百万円
百万円
百万円
％
日

4,868
（4,868）
2,508
（2,098）
2,359
2,027
2,026

136,304
77,053
75,026
96,900
795,183
2,026
20,917
20,918
（20,918）

（―）
1.4
（2.9）
2.6
（5.2）
56.5
100.0

7
121

95,643.34
94.0
869
136
3,639
29,889
10.5
10.1
3,215
318

50,700
37.1
182

第7期

（自平成18年10月 1 日
至平成19年 3 月31日）

3,918
（3,918）
2,001
（1,643）
1,917
1,465
1,464

116,558
47,185
45,721
76,400
617,616
1,464
19,163
19,163
（19,163）

（―）
1.2
（2.5）
3.1
（6.2）
40.4
99.9

5
86

74,883.88
99.2
603
83

2,878
27,058
26.7
6.4

2,450
381

61,890
53.0
182

1. 投 資 法 人 の 運 用 状 況 等 の 推 移 （注1）（注2）

第8期

（自平成19年 4 月 1 日
至平成19年 9 月30日）

4,855
（4,855）
2,460
（2,100）
2,394
1,902
1,900

140,858
76,926
75,026
96,900
793,878
1,900
20,053
19,612
（19,612）

（―）
1.4
（2.9）
3.0
（6.1）
54.6
99.9

6
123

96,620.31
98.1
827
70

3,581
28,147
23.8
8.2

3,106
377

55,590
39.4
183

第10期

（自平成20年 4 月 1 日
至平成20年 9 月30日）

第9期

（自平成19年10月 1 日
至平成20年 3 月31日）

8,580
（4,779）
2,560
（1,954）
6,019
5,654
5,653

143,442
80,680
75,026
96,900
832,612
5,653
58,346
58,347
（58,347）

（―）
3.9
（7.9）
7.1

（14.3）
56.2
100.0

7
126

95,320.62
98.6
817
269
3,642
66,786
8.4
21.2
6,791
318

53,555
37.3
183

5,098
（5,098）
2,578
（2,151）
2,520
2,131
2,130

136,753
77,156
75,026
96,900
796,247
2,129
21,981
21,981
（21,981）

（―）
1.5
（3.0）
2.6
（5.3）
56.4
99.9

7
128

95,632.22
98.7
865
53

3,813
30,918
15.7
9.8

3,336
338

50,700
37.0
183

期

計算期間

（注1）記載した数値は、特に記載しない限りいずれも記載未満の桁数を切捨てして表示しております。
（注2）営業収益等には、消費税等は含まれておりません。
（注3）「1口当たり当期純利益」は、当期純利益を日数加重平均投資口数（第7期：76,400口、第8期：94,772口、第9期：96,900

口、第10期：96,900口、第11期：96,900口）で除することにより算出しております。なお、日数加重平均投資口数は、
小数点第1位を四捨五入して表示しております。

（注4）記載した指標は、以下の方法により算定しております。
蜷総資産経常利益率 経常利益／平均総資産額（※1）
蜷自己資本利益率 当期純利益／平均純資産額（※1）
蜷賃貸NOI（Net Operating Income） 賃貸事業損益（賃貸事業収益－賃貸事業費用）＋減価償却費
蜷1口当たりFFO（Funds from Operation）（当期純利益＋減価償却費＋その他不動産関連償却）／発行済投資口数
蜷FFO（Funds from Operation）倍率 期末投資口価格（※2）／年換算後1口当たりFFO
蜷デット・サービス・カバレッジ・レシオ 金利償却前当期純利益／支払利息
（※1）平均総資産額＝（期首総資産額＋期末総資産額）／2

平均純資産額＝（期首純資産額＋期末純資産額）／2
（※2）（第7期）1,450,000円、（第8期）1,340,000円、（第9期）1,120,000円、（第10期）971,000円、（第11期）633,000円

（注5）「配当性向」については、小数点第1位未満を切捨てにより表示しております。
（注6）「期末投資物件数」は、社会通念上オフィスビルとして一体と認められる単位で記載しております。また、「期末テナント

数」は、同一テナントが複数の物件に入居している場合には1テナントとして算出しており、「期末稼働率」は、決算日
時点における総賃貸可能面積に占める総賃貸面積の割合を記載しております。総賃貸可能面積とは、対象不動産の賃貸
可能な面積合計のうち本投資法人の保有持分に相当する面積（投資対象面積。共用部等を賃貸している場合はその賃貸
面積を含みます。）をいいます。また、総賃貸面積とは、総賃貸可能面積のうち、実際に賃貸借契約が締結され、賃貸さ
れている面積合計のうち本投資法人の保有持分に相当する面積をいいます。

資産運用の概況

蠡 . 資 産 運 用 報 告

営業収益
（うち賃貸事業収益）
営業費用
（うち賃貸事業費用）
営業利益
経常利益
当期純利益
総資産額
純資産額
出資総額
発行済投資口数
1口当たり純資産額
分配金総額
1口当たり当期純利益
1口当たり分配金額
（うち1口当たり利益分配金）
（うち1口当たり利益超過分配金）
総資産経常利益率
（年換算）
自己資本利益率
（年換算）
自己資本比率
配当性向
【その他参考情報】
期末投資物件数
期末テナント数
期末総賃貸可能面積
期末稼働率
減価償却費
資本的支出額
賃貸NOI（Net Operating Income）
1口当たりFFO（Funds from Operation）
FFO（Funds from Operation）倍率
デット・サービス・カバレッジ・レシオ
金利償却前当期純利益
支払利息
有利子負債額
期末総資産有利子負債比率
運用日数
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2. 当 期 の 資 産 の 運 用 の 経 過

盧 投資法人の主な推移
本投資法人は、投信法に基づき、グローバル・アライアンス・リアルティ株式会社を設立

企画人として、平成15年4月16日に出資総額200百万円（400口）で設立され、平成15年5月28
日関東財務局への登録が完了しました（登録番号：関東財務局長第20号）。
平成15年9月25日に公募による投資口の追加発行（48,000口）を行い、23,623百万円の資金

を調達して、同日株式会社東京証券取引所の不動産投資信託証券市場に上場し（銘柄コー
ド：8958）、この度、第11期の決算を終了しました。

盪 運用実績
①資産の取得・譲渡
本投資法人は、平成16年3月期（第1期）において、上場日の翌日（平成15年9月26日）にス

フィアタワー天王洲、近鉄大森ビル、近鉄新名古屋ビルの3物件（取得価額の総額39,753百万
円）を取得して運用を開始し、平成15年12月25日に大手町ファーストスクエア（区分所有権、
専有面積割合約9.14％、取得価額23,495百万円）を取得いたしました。
平成17年3月期（第3期）において、平成16年10月1日に近鉄大森ビルを譲渡し、平成17年3

月29日に銀座ファーストビル（区分所有権、専有面積割合約92.1％、取得価額12,282百万円）
を取得いたしました。平成18年3月期（第5期）において、平成17年10月21日にTK南青山ビル
（取得価額35,000百万円）を取得いたしました。また、平成19年9月期（第8期）において、平
成19年4月25日に明治安田生命さいたま新都心ビル（ただし、共有持分50％、取得価額22,700
百万円）を取得いたしました。平成20年3月期（第9期）におきましては、平成19年10月2日に
スフィアタワー天王洲の一部（33％）を譲渡し、平成20年1月31日に淀屋橋フレックスタワー
（取得価額7,834百万円）を取得いたしました。
当期におきましては、新たな資産の取得・譲渡は行っておりません。

②保有資産の運用管理
本投資法人の保有資産は、平成21年3月31日現在において、オフィスビル7物件、取得価額

の総額130,277百万円、総賃貸可能面積95,643.34㎡となっております。当期末時点のポートフ
ォリオ全体の稼働率は、94.0％（小数点第2位を四捨五入）です。

蘯 資金の調達
資金調達につきましては、投資口の追加発行、複数の金融機関からの借入れ及び投資法人

債の発行を行っております。借入れにあたっては、資産の長期運用及び将来の金利上昇リス
ク軽減の観点から、長期固定金利での借入れを基本としております。
当期におきましては、新たな資金調達は実施しておりません。
平成21年3月31日現在の出資総額は75,026百万円、発行済投資口数は96,900口、借入金残高

は15,700百万円、投資法人債残高は35,000百万円です。借入金及び投資法人債の詳細は、24ペ
ージ及び25ページの「費用・負債の状況　2.借入状況　3.投資法人債　4.短期投資法人債」を
ご参照ください。
なお、平成21年3月26日に株式会社日本格付研究所より新規格付けを取得しました。平成21

年3月31日現在の格付けの状況は以下のとおりです。

盻 業績及び分配
上記運用の結果、当期の実績として営業収益4,868百万円、営業利益2,359百万円、経常利益

2,027百万円、当期純利益2,026百万円を計上いたしました。
分配金につきましては、租税特別措置法第67条の15の適用により、利益分配金の最大額が損

金算入されることを企図して、投資口1口当たりの分配金が1円未満となる端数部分を除く当
期未処分利益の全額を分配することとし、投資口1口当たりの分配金は20,918円となりました。

格付内容
ムーディーズ・インベスターズ・サービス・インク

株式会社日本格付研究所

無担保長期債務格付（注） ：A3
格付け見通し ：ネガティブ
長期優先債務格付 ：AA－
格付けの見通し ：安定的
債券格付（注） ：AA－

格付会社

（注）第1回無担保投資法人債及び第2回無担保投資法人債に対する格付けです。
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蠡 . 資 産 運 用 報 告

3. 増 資 等 の 状 況

（注1）1口当たり発行価格500,000円にて本投資法人が設立されました。
（注2）不動産関連資産の取得資金に充当することを目的として、1口当たり発行価格510,000円（引受価額492,150円）にて投資

口を追加発行し、資産の運用を開始しました。
（注3）不動産関連資産を取得するために調達した借入金の返済等に充当することを目的として、1口当たり発行価格810,460円

（引受価額782,094円）にて投資口を追加発行しました。
（注4）不動産関連資産の取得資金に充当することを目的として、1口当たり発行価格1,479,800円（引受価額1,429,487円）にて

投資口を追加発行しました。

摘要年月日
発行済投資口数

（口）

増減 残高

出資総額
（百万円）

増減 残高
備考

【投資証券の取引所価格の推移】
本投資法人の投資証券が上場する株式会社東京証券取引所の不動産投資信託証券市場におけ

る期別の最高・最低価格（終値）は以下のとおりです。

当期においては増資等は行っておらず、発行済投資口数及び出資総額の異動はありません。
なお、前期以前の増資等の概要は以下のとおりです。

最　　高

最　　低

期初価格

期末価格

第11期

平成21年3月

976,000円

567,000円

976,000円

633,000円

第7期

平成19年3月

1,480,000円

989,000円

1,020,000円

1,450,000円

第8期

平成19年9月

1,650,000円

1,100,000円

1,440,000円

1,340,000円

第9期

平成20年3月

1,470,000円

1,020,000円

1,310,000円

1,120,000円

第10期

平成20年9月

1,230,000円

944,000円

1,130,000円

971,000円

期

決算年月

4. 分 配 金 等 の 実 績

当期の分配金につきましては、税制の特例（租税特別措置法第67条の15）の適用により、利
益分配金の最大額が損金算入されることを企図して、投資口1口当たりの分配金が1円未満とな
る端数部分を除く当期未処分利益の全額を分配することとし、投資口1口当たりの分配金を
20,918円といたしました。

当期純利益総額

次期繰越利益

金銭の分配金総額

（1口当たり分配金）

うち利益分配金総額

（1口当たり利益分配金）

うち出資払戻総額

（1口当たり出資払戻額）

第11期

（自平成20年10月 1 日
至平成21年 3 月31日）

第7期

（自平成18年10月 1 日
至平成19年 3 月31日）

2,026,899,240円

20,887円

2,026,954,200円

（20,918円）

2,026,954,200円

（20,918円）

―円

（―円）

1,464,071,865円

19,875円

1,464,053,200円

（19,163円）

1,464,053,200円

（19,163円）

―円

（―円）

第8期

（自平成19年 4 月 1 日
至平成19年 9 月30日）

1,900,456,705円

73,780円

1,900,402,800円

（19,612円）

1,900,402,800円

（19,612円）

―円

（―円）

第10期

（自平成20年 4 月 1 日
至平成20年 9 月30日）

2,130,015,340円

75,847円

2,129,958,900円

（21,981円）

2,129,958,900円

（21,981円）

―円

（―円）

第9期

（自平成19年10月 1 日
至平成20年 3 月31日）

5,653,769,927円

19,407円

5,653,824,300円

（58,347円）

5,653,824,300円

（58,347円）

―円

（―円）

期

計算期間

平成15年 4 月16日

平成15年 9 月25日

平成16年10月27日

平成19年 4 月20日

私募設立

公募増資

公募増資

公募増資

400

48,000

28,000

20,500

400

48,400

76,400

96,900

200

23,623

21,898

29,304

200

23,823

45,721

75,026

（注1）

（注2）

（注3）

（注4）
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5. 今 後 の 運 用 方 針 及 び 対 処 す べ き 課 題

引き続き、本投資法人の規約で定めた方針に基づき、中長期的な観点から、本投資法人の資
産の着実な成長と安定した収益の確保を目指して運用を行います。
本投資法人及び資産運用会社たるグローバル・アライアンス・リアルティ株式会社では、不

動産投資・運用面のみならず財務運営面においても「投資主の最大利益」を最終目的とし、資
産運用を行います。

本投資法人の方針のうち特に重要となる「ポートフォリオの構築」については、以下の項目
に重点を置き、投資対象不動産を厳選したうえでこれを行います。

盧長期的資産価値の維持
本投資法人では、一定期間経過後も投資家の投資需要を誘引する魅力のある不動産関連資

産への投資を行うことが重要であると認識しております。
そのために、近（立地の優れた物件）・新（築年数の浅い物件）・大（大型の物件）の3要

素を重視したうえで、マーケットにおける優位性を持った中長期的競争力の高い優良不動産
関連資産を慎重に選定して投資を行います。

盪安定賃料収入の確保
本投資法人では、キャッシュ・フロー（賃料収入）について中長期的安定度が高いと見込

まれることに加えて、取得時点において、当面2年程度のキャッシュ・フローの確実性の高い
賃貸借契約が締結されている不動産関連資産であれば、優先的に投資対象として検討します。

6. 決 算 後 に 生 じ た 重 要 な 事 実

該当事項はありません。
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3. 役 員 等 に 関 す る 事 項

主な兼職等役職名 役員等の氏名
又は名称

―
株式会社PMアドバイザーズ　取締役社長
東西総合法律事務所　代表弁護士
総合会計事務所マネジメント・サポート 代表、公認会計士、税理士
株式会社不動産投資研究所　代表取締役、不動産鑑定士
―

当該営業期間における
役職毎の報酬の総額（千円）

5,004

5,634

10,000

執行役員
（注）

監督役員
（注）

会計監査人

北　島　洋一郎
齊　藤　利　雄
立　石　則　文
西　村　　　裕
伊　藤　紀　幸
新日本有限責任監査法人

4. 資 産 運 用 会 社 、 資 産 保 管 会 社 及 び 一 般 事 務 受 託 者

氏名又は名称
資産運用会社
資産保管会社
一般事務受託者（投資主名簿、経理、機関運営等）
一般事務受託者（投資法人債に関する事務）（注）

グローバル・アライアンス・リアルティ株式会社
三菱UFJ信託銀行株式会社
三菱UFJ信託銀行株式会社
株式会社三菱東京UFJ銀行

委託区分

（注）執行役員及び監督役員は、いずれも本投資法人の投資口を自己又は他人の名義で所有しておりません。

盧平成21年3月31日現在の執行役員、監督役員及び会計監査人

平成21年3月31日現在の資産運用会社、資産保管会社及び一般事務受託者は以下のとおりです。

（注）投資法人債の募集に関する事務を除きます。

盪会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
会計監査人の解任については、投信法の定めに従い、また不再任については、監査の品質、

監査報酬額等その他諸般の事情を総合的に勘案して、投資主総会を経て決定する方針です。

2. 投 資 口 に 関 す る 事 項
平成21年3月31日現在における発行済投資口の総数のうち、保有する投資口の比率が高い上位

10名は以下のとおりです。
発行済投資口の総数に対する
所有投資口数の割合（％）

（注）
日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）
日興シティ信託銀行株式会社（投信口）
資産管理サービス信託銀行株式会社（証券投資信託口）
日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口）
野村信託銀行株式会社（投信口）
オリックス生命保険株式会社
株式会社もみじ銀行
株式会社三井住友銀行
株式会社中国銀行
AIGエジソン生命保険株式会社ジーエーノンディーアイエムエー

合　　　　　計

8,998
8,551
8,033
7,205
4,716
2,562
2,199
1,778
1,739
1,293
47,074

9.28
8.82
8.28
7.43
4.86
2.64
2.26
1.83
1.79
1.33
48.57

所有投資口数
（口）

氏名又は名称

（注）「発行済投資口の総数に対する所有投資口数の割合」は、小数点第2位未満を切捨てにより表示しております。

1. 出 資 の 状 況

投資法人の概況

発行可能投資口総口数
発行済投資口の総数
投資主数

第11期
（平成21年3月31日）
2,000,000口
96,900口
6,615人

第7期
（平成19年3月31日）
2,000,000口
76,400口
5,034人

第8期
（平成19年9月30日）
2,000,000口
96,900口
6,532人

第9期
（平成20年3月31日）
2,000,000口
96,900口
6,794人

第10期
（平成20年9月30日）
2,000,000口
96,900口
6,345人



021

1. 不 動 産 投 資 法 人 の 財 産 の 構 成

投資法人の運用資産の状況

前期（平成20年9月30日）

対総資産比率
（％）

保有総額
（百万円）

信託不動産

預金・その他資産

資産総額計

東京都心5区

その他東京都内23区

東京周辺都市部

その他3大都市圏

オフィス

オフィス

オフィス

オフィス

70,158

11,047

21,918

22,976

10,203

136,304
（126,100）

51.4

8.1

16.0

16.8

7.4

100.0
（92.5）

70,287

11,180

22,176

23,188

9,920

136,753
（126,833）

51.3

8.1

16.2

16.9

7.2

100.0
（92.7）

当期（平成21年3月31日）

対総資産比率
（％）

保有総額
（百万円）

資産の種類 地域等 用途

（注1）「保有総額」は、決算日時点の貸借対照表計上額（信託不動産については、減価償却後の帳簿価額）によっております。
（注2）「対総資産比率」については、小数点第1位未満を切捨てております。
（注3）上記信託不動産は、全て信託受益権として保有しております。
（注4）「東京都心5区」は、千代田区、中央区、港区、新宿区及び渋谷区をいいます。
（注5）括弧内の数値は、対象資産中に占める実質的に不動産等の保有に相当する部分を記載しております。

2. 主 要 な 保 有 資 産

大手町ファーストスクエア

銀座ファーストビル

TK南青山ビル

スフィアタワー天王洲

明治安田生命さいたま新都心ビル

淀屋橋フレックスタワー

近鉄新名古屋ビル

合　　　　計

23,236

12,319

34,602

11,047

21,918

7,768

15,207

126,100

8,203.48

7,841.72

14,012.64

17,908.43

21,704.32

7,394.47

18,578.28

95,643.34

8,168.61

7,078.10

14,012.64

14,535.03

20,595.41

7,394.47

18,142.12

89,926.38

99.6

90.3

100.0

81.2

94.9

100.0

97.7

94.0

14.8

8.0

20.6

12.9

19.8

6.1

17.5

100.0

オフィス

オフィス

オフィス

オフィス

オフィス

オフィス

オフィス

不動産等の名称 帳簿価額
（百万円）

総賃貸可能面積
（㎡）

総賃貸面積
（㎡）

稼働率
（％）

対総不動産賃貸
事業収益比率（％） 主たる用途

（注1）「稼働率」は、小数点第2位を四捨五入しております。
（注2）「対総不動産賃貸事業収益比率」は、小数点第1位未満を切捨てております。

平成21年3月31日現在、本投資法人が保有する主要な保有資産の概要は以下のとおりです。
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3. 不 動 産 等 組 入 資 産 明 細

大手町ファーストスクエア

銀座ファーストビル

TK南青山ビル

スフィアタワー天王洲

明治安田生命さいたま新都心ビル

淀屋橋フレックスタワー

合　　　　　計

東京都千代田区大手町一丁目5番1号

東京都中央区銀座一丁目10番6号

東京都港区南青山二丁目6番21号外

東京都品川区東品川二丁目2番8号

埼玉県さいたま市中央区新都心11番地2

大阪府大阪市中央区高麗橋三丁目3番11号

所有権

所有権

所有権

所有権

所有権

所有権

8,203.48

7,841.72

14,012.64

17,908.43

21,704.32

7,394.47

18,578.28

31,200

15,000

37,320

19,296

25,770

8,310

24,400

23,236

12,319

34,602

11,047

21,918

7,768

15,207

95,643.34 161,296 126,100

近鉄新名古屋ビル 愛知県名古屋市中村区名駅四丁目5番28号 所有権
（61.23㎡のみ借地権）

不動産等の名称 所在地 所有形態 総賃貸可能面積
（㎡）

期末算定価額
（百万円）

帳簿価額
（百万円）

（注）「期末算定価額」は、本投資法人の規約に定める資産評価の方法及び基準並びに社団法人投資信託協会の定める規則に基
づき、不動産鑑定士による調査価額又は鑑定評価額（決算日を価格時点とする財団法人日本不動産研究所作成の「調査報
告書」、大和不動産鑑定株式会社又は株式会社中央不動産鑑定所作成の「不動産鑑定評価書」によります。）を記載してお
ります。各不動産の期末算定価額を算出した不動産鑑定機関は、以下のとおりです。
大手町ファーストスクエア、スフィアタワー天王洲及び近鉄新名古屋ビル：財団法人日本不動産研究所
銀座ファーストビル及び淀屋橋フレックスタワー：大和不動産鑑定株式会社
TK南青山ビル及び明治安田生命さいたま新都心ビル：株式会社中央不動産鑑定所

平成21年3月31日現在、本投資法人が保有するオフィスビル（不動産を主な信託財産とする信
託受益権）は以下のとおりです。

大手町ファーストスクエア

銀座ファーストビル

TK南青山ビル

スフィアタワー天王洲

明治安田生命さいたま新都心ビル

淀屋橋フレックスタワー

近鉄新名古屋ビル

合　　　　　計

不動産等の名称 テナント
総数

［期末時点］
（件）

稼働率

［期末時点］
（％）

不動産賃貸
事業収益
［期間中］
（百万円）

対総不動産
賃貸事業
収益比率
（％）

テナント
総数

［期末時点］
（件）

稼働率

［期末時点］
（％）

不動産賃貸
事業収益
［期間中］
（百万円）

対総不動産
賃貸事業
収益比率
（％）

（注1）「稼働率」は、小数点第2位を四捨五入しております。
（注2）「対総不動産賃貸事業収益比率」は、小数点第1位未満を切捨てております。
（注3）「テナント総数」の合計は、同一テナントが複数の物件に入居している場合には、1テナントとして算出しております。

本投資法人が投資するオフィスビル毎の賃貸事業は以下のとおりです。

前期
（自平成20年4月1日 至平成20年9月30日）

23

6

3

24

40

5

25

121

99.6

90.3

100.0

81.2

94.9

100.0

97.7

94.0

723

390

1,005

629

966

299

853

4,868

14.8

8.0

20.6

12.9

19.8

6.1

17.5

100.0

24

6

3

25

42

5

28

128

100.0

100.0

100.0

95.9

97.5

100.0

100.0

98.7

730

446

1,013

754

977

303

873

5,098

14.3

8.7

19.8

14.7

19.1

5.9

17.1

100.0

当期
（自平成20年10月1日 至平成21年3月31日）

4. そ の 他 資 産 の 状 況

不動産を主な信託財産とする信託受益権は、上記の3.不動産等組入資産明細に一括して記載
しております。平成21年3月31日現在、同欄以外に本投資法人が主たる投資対象とする主な特定
資産の組入れはありません。
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保有不動産の資本的支出

1. 資 本 的 支 出 の 予 定

大手町ファーストスクエア
（東京都千代田区）

競争力維持向上のための
共用部リニューアル工事
（平成21年度）

近鉄新名古屋ビル
（愛知県名古屋市中村区）

熱源水配管系統別部分更
新工事

自 平成21年4月
至 平成22年3月

平成21年5月
平成22年1月

132,000

26,000

― ―

― ―

不動産等の名称
（所在）

目的 予定期間
工事予定金額（千円）

総額 当期支払額 既支払総額

既存投資物件に関し、平成21年3月31日現在計画されている改修工事等に伴う資本的支出の予
定額のうち主要なものは以下のとおりです。なお、下記工事予定金額には、会計上の費用に区
分経理される部分が含まれています。

大手町ファーストスクエア
（東京都千代田区）

3. 長 期 修 繕 計 画 の た め に 積 立 て た 金 銭

2. 期 中 の 資 本 的 支 出

競争力維持向上のための共用部リニュ
ーアル工事（平成20年度下期）

自 平成20年10月 1 日
至 平成21年 3 月10日 61,488

近鉄新名古屋ビル
（愛知県名古屋市中村区）

熱源水配管系統別部分更新工事 自 平成20年12月23日
至 平成21年 1 月30日 28,893

空調圧縮機更新工事 自 平成20年11月 7 日
至 平成20年12月 6 日 6,400

不動産等の名称
（所在）

目的 実施期間等 支出金額
（千円）

投資した不動産等において、当期に行った資本的支出に該当する主要な工事等の概要は以下
のとおりです。当期の資本的支出に該当する工事は136,219千円であり、当期費用に区分された
修繕費80,711千円と合わせ、合計216,930千円の工事を実施しております。

前期末積立金残高

当期積立額

当期積立金取崩額

次期繰越額

835,048

157,481

―

992,529

本投資法人は、物件毎に策定している長期修繕計画に基づき、期中のキャッシュ・フローの
中から、中長期的な将来の大規模修繕等の資金支払に充当することを目的とした修繕積立金を、
以下のとおり積み立てております。

第11期（千円）
（自平成20年10月 1 日
至平成21年 3 月31日）

495,476

94,950

―

590,426

第7期（千円）
（自平成18年10月 1 日
至平成19年 3 月31日）

590,426

104,352

―

694,778

第8期（千円）
（自平成19年 4 月 1 日
至平成19年 9 月30日）

711,121

123,926

―

835,048

第10期（千円）
（自平成20年 4 月 1 日
至平成20年 9 月30日）

694,778

105,945

89,601

711,121

第9期（千円）
（自平成19年10月 1 日
至平成20年 3 月31日）

（注）第9期の積立金の取崩しは、平成19年10月2日付のスフィアタワー天王洲の一部譲渡により、スフィアタワー天王洲分とし
て積み立てていた積立金の一部（一部譲渡分33％）を取り崩したものです。



024

蠡 . 資 産 運 用 報 告

前期
（自平成20年 4 月 1 日
至平成20年 9 月30日）

当期
（自平成20年10月 1 日
至平成21年 3 月31日）

秬資産運用報酬

秡資産保管手数料

秣一般事務委託手数料

稈役員報酬

稍会計監査人報酬

稘その他営業費用

合　　　　　計

327,358

18,661

40,741

10,638

8,000

21,860

427,260

311,861

17,885

38,722

10,638

10,000

20,869

409,976

1. 運 用 等 に 係 る 費 用 明 細

費用・負債の状況

（単位：千円）

2. 借 入 状 況

区分

借入先
借入日 前期末残高

（百万円）
当期末残高
（百万円）

平均利率
（％）（注1）

返済期限 返済方法 使途 摘要

1.34844
固定金利

平成22年
3月31日

期限一括 （注2）
無担保
（注3）
無保証

1.34844
固定金利

平成22年
3月31日

期限一括 （注2）
無担保
（注3）
無保証

1.45502
固定金利

平成25年
1月31日

期限一括 （注2）
無担保
（注3）
無保証

（注1）「平均利率」は、期中の加重平均を記載しており、小数点第6位を四捨五入しております。
（注2）資金使途は、いずれも不動産信託受益権の購入資金です。
（注3）一定の事由に該当した場合、本投資法人が保有する不動産信託受益権等に担保設定することがあります。

平成21年3月31日現在、金融機関毎の借入金の状況は以下のとおりです。

1
年
内
返
済
予
定
の
長
期
借
入
金

長
期
借
入
金

株式会社三菱東京UFJ銀行

三菱UFJ信託銀行株式会社

農林中央金庫

日本興亜損害保険株式会社

株式会社常陽銀行

株式会社伊予銀行

株式会社南都銀行

株式会社三菱東京UFJ銀行

三菱UFJ信託銀行株式会社

農林中央金庫

日本興亜損害保険株式会社

株式会社常陽銀行

株式会社伊予銀行

株式会社南都銀行

株式会社三菱東京UFJ銀行

三菱UFJ信託銀行株式会社

平成17年
3月29日

平成17年
3月29日

平成20年
1月31日

3,000

3,000

2,000

1,000

1,000

1,000

500

11,500

11,500

―

―

―

―

―

―

―

―

2,100

2,100

4,200

4,200

15,700

小　　　　　計

合　　　　　計

小　　　　　計

合　　　　　計

小　　　　　計

合　　　　　計

―

―

―

―

―

―

―

―

―

3,000

3,000

2,000

1,000

1,000

1,000

500

11,500

2,100

2,100

4,200

15,700

15,700
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（注1）買入消却は、発行日の翌日以降いつでも可能です。
（注2）資金使途は、特定資産（TK南青山ビル）の取得資金です。
（注3）特定投資法人債間限定同順位特約が付されております。

平成21年3月31日現在、発行済投資法人債の状況は以下のとおりです。

3. 投 資 法 人 債

銘　柄 発行年月日 前期末残高
（百万円）

当期末残高
（百万円）

利率
（％）

償還期限 償還方法 使途 摘要

第1回無担保投資法人債

第2回無担保投資法人債

合　　　　　計

25,000

10,000

25,000

10,000

35,00035,000

1.08

1.51

（注2）

（注2）

（注3）

（注3）

平成17年
10月21日

平成22年
10月21日

期限一括
（注1）

平成17年
10月21日

平成24年
10月19日

期限一括
（注1）

本投資法人における短期投資法人債発行の実績はなく、該当事項はありません。

4. 短 期 投 資 法 人 債
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蠡 . 資 産 運 用 報 告

1. 不 動 産 等 及 び 資 産 対 応 証 券 等 の 売 買 状 況 等

期中の売買状況

2. そ の 他 の 資 産 の 売 買 状 況 等

上記不動産等及び資産対応証券等以外の主なその他の資産は、概ね銀行預金又は信託財産内
の銀行預金であります。

該当事項はありません。

該当事項はありません。

3. 特 定 資 産 の 価 格 等 の 調 査

4. 利 害 関 係 人 等 及 び 主 要 株 主 と の 取 引 状 況

盧 取引状況
該当事項はありません。

盪 支払手数料等の金額
該当事項はありません。

5. 資産運用会社が営む兼業業務に係る当該資産運用会社との間の取引の状況等
資産運用会社（グローバル・アライアンス・リアルティ株式会社）は、平成21年3月31日現在、

第二種金融商品取引業（本投資法人を顧客とするものを除きます。）及び宅地建物取引業（投資
法人から委託を受ける投資運用業に直接関連するものを除きます。）の業務を兼業しております
が、該当する取引はありません。また、第一種金融商品取引業又は不動産特定共同事業のいず
れの業務も兼業しておらず、該当する取引はありません。
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経理の状況

1. 資 産 、 負 債 、 元 本 及 び 損 益 の 状 況 等
Ⅲ. 貸借対照表、Ⅳ. 損益計算書、Ⅴ. 投資主資本等変動計算書及びⅥ. 注記表をご参照ください。

2. 減 価 償 却 額 の 算 定 方 法 の 変 更

該当事項はありません。

3. 不 動 産 等 の 評 価 方 法 の 変 更
該当事項はありません。

盧 取得等の状況
該当事項はありません。

盪 保有等の状況
該当事項はありません。

その他

1. 金 額 及 び 比 率 の 端 数 処 理

本書では、特に記載のない限り、記載未満の端数について、金額は切捨て、比率は四捨五入
により記載しております。

2. 自 社 設 定 投 資 信 託 受 益 証 券 等 の 状 況 等

当期において、本投資法人の役員会で承認・報告された主要な契約の締結・変更等のうち主
な概要は以下のとおりです。

3. お 知 ら せ

概要

平成20年12月25日 平成21年1月5日に実施された投資証券の電子化に伴
い、三菱UFJ信託銀行株式会社との間で、一般事務委
託（投資口事務代行）契約に関する変更契約及び特
別口座の管理に関する契約を締結いたしました。

役員会承認・報告日

一般事務委託（投資口事務
代行）契約変更及び特別口
座の管理に関する契約締結

項目
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蠱 . 貸 借 対 照 表

2,116,277

7,899,128

112,353

43,424

1,337

213

109

10,172,844

49,603,953

△6,156,915

43,447,038

313,884

△63,258

250,626

663,739

△211,784

451,954

104,002

△37,000

67,001

81,758,724

125,975,344

118,358

6,454

913

125,726

19,737

378

10,000

30,115

126,131,186

136,304,031

1,500,393

8,132,122

139,625

103,988

640

2,404

989

9,880,164

49,476,033

△5,337,591

44,138,441

312,884

△52,872

260,012

661,639

△180,900

480,739

98,803

△28,704

70,099

81,758,724

126,708,017

118,358

6,780

1,104

126,243

28,997

512

10,000

39,509

126,873,770

136,753,935

貸借対照表

資産の部

流動資産

現金及び預金

信託現金及び信託預金

営業未収入金

前払費用

繰延税金資産

未収還付法人税等

立替金

流動資産合計

固定資産

有形固定資産

信託建物

減価償却累計額

信託建物（純額）

信託構築物

減価償却累計額

信託構築物（純額）

信託機械及び装置

減価償却累計額

信託機械及び装置（純額）

信託工具、器具及び備品

減価償却累計額

信託工具、器具及び備品（純額）

信託土地

有形固定資産合計

無形固定資産

信託借地権

信託その他無形固定資産

その他

無形固定資産合計

投資その他の資産

長期前払費用

長期前払消費税等

差入保証金

投資その他の資産合計

固定資産合計

資産合計

前期（ご参考）
（平成20年9月30日）

当期
（平成21年3月31日）

（単位：千円）
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負債の部

流動負債

営業未払金

1年内返済予定の長期借入金

未払金

未払費用

未払消費税等

前受金

預り金

未払分配金

流動負債合計

固定負債

投資法人債

長期借入金

信託預り敷金及び保証金

固定負債合計

負債合計

純資産の部

投資主資本

出資総額

剰余金

当期未処分利益又は当期未処理損失（△）

剰余金合計

投資主資本合計

純資産合計

負債純資産合計

174,131

11,500,000

4,987

299,575

48,653

606,465

3,601

8,821

12,646,235

35,000,000

4,200,000

7,404,505

46,604,505

59,250,741

75,026,315

2,026,975

2,026,975

77,053,290

77,053,290

136,304,031

203,149

－

－

310,006

81,164

619,285

21,765

11,423

1,246,795

35,000,000

15,700,000

7,650,788

58,350,788

59,597,584

75,026,315

2,130,034

2,130,034

77,156,350

77,156,350

136,753,935

前期（ご参考）
（平成20年9月30日）

当期
（平成21年3月31日）

（単位：千円）

※1 ※1
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損益計算書

蠶 . 損 益 計 算 書

4,846,555

21,477

4,868,032

2,098,198

311,861

10,638

17,885

38,722

10,000

20,869

2,508,174

2,359,857

3,937

395

8

4,342

107,794

210,367

－

1,957

16,207

336,326

2,027,873

2,027,873

1,671

△697

974

2,026,899

75

2,026,975

5,080,503

18,083

5,098,586

2,151,205

327,358

10,638

18,661

40,741

8,000

21,860

2,578,465

2,520,121

6,829

1,408

10

8,248

128,322

210,500

33,197

2,683

21,965

396,668

2,131,701

2,131,701

605

1,081

1,686

2,130,015

19

2,130,034

※1

※1

※1

※1

※1

※1

営業収益

賃貸事業収入

その他賃貸事業収入

営業収益合計

営業費用

賃貸事業費用

資産運用報酬

役員報酬

資産保管手数料

一般事務委託手数料

会計監査人報酬

その他営業費用

営業費用合計

営業利益

営業外収益

受取利息

未払分配金除斥益

その他

営業外収益合計

営業外費用

支払利息

投資法人債利息

投資法人債発行費償却

融資手数料

その他

営業外費用合計

経常利益

税引前当期純利益

法人税、住民税及び事業税

法人税等調整額

法人税等合計

当期純利益

前期繰越利益

当期未処分利益又は当期未処理損失（△）

前期（ご参考）
（自　平成20年 4 月 1 日
至　平成20年 9 月30日）

当期
（自　平成20年10月 1 日
至　平成21年 3 月31日）

（単位：千円）
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投資主資本等変動計算書

投資主資本

出資総額

前期末残高

当期変動額

当期変動額合計

当期末残高

剰余金

当期未処分利益又は当期未処理損失（△）

前期末残高

当期変動額

剰余金の分配

当期純利益

当期変動額合計

当期末残高

投資主資本合計

前期末残高

当期変動額

当期変動額合計

当期末残高

純資産合計

前期末残高

当期変動額

当期変動額合計

当期末残高

前期（ご参考）
（自　平成20年 4 月 1 日
至　平成20年 9 月30日）

当期
（自　平成20年10月 1 日
至　平成21年 3 月31日）

蠹 . 投 資 主 資 本 等 変 動 計 算 書

75,026,315

－

75,026,315

2,130,034

△2,129,958

2,026,899

△103,059

2,026,975

77,156,350

△103,059

77,053,290

77,156,350

△103,059

77,053,290

75,026,315

－

75,026,315

5,653,843

△5,653,824

2,130,015

△3,523,808

2,130,034

80,680,159

△3,523,808

77,156,350

80,680,159

△3,523,808

77,156,350

※1 ※1

（単位：千円）
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蠧 . 注 記 表

1. 固定資産の減価
償却の方法

盧有形固定資産
定額法を採用しております。なお、主た
る有形固定資産の耐用年数は以下のとおり
であります。
信託建物 2年～69年
信託構築物 2年～58年
信託機械及び装置 3年～16年
信託工具、器具及び備品 2年～15年

盪無形固定資産
定額法を採用しております。

蘯長期前払費用
定額法を採用しております。

盧有形固定資産
同左

盪無形固定資産
同左

蘯長期前払費用
同左

2. 繰延資産の処理
方法

3. 収益及び費用の
計上基準

投資法人債発行費
3年間で均等額を償却しております。

固定資産税等の処理方法
保有する信託不動産に係る固定資産税、

都市計画税及び償却資産税等については、
賦課決定された税額のうち当期に対応する
額を賃貸事業費用として費用処理する方法
を採用しております。
なお、不動産又は不動産を信託財産とす
る信託受益権の取得に伴い、精算金として
譲渡人に支払った初年度の固定資産税等相
当額については、費用に計上せず当該不動
産等の取得原価に算入しております。
不動産等の取得原価に算入した固定資産
税等相当額はありません。

固定資産税等の処理方法
同左

─────

前期（ご参考）
（自平成20年 4 月 1 日
至平成20年 9 月30日）

当期
（自平成20年10月 1 日
至平成21年 3 月31日）

【重要な会計方針に係る事項に関する注記】

4. その他計算書類
作成のための基
本となる重要な
事項

盧不動産等を信託財産とする信託受益権に関
する会計処理方針
保有する不動産等を信託財産とする信託
受益権につきましては、信託財産内の全て
の資産及び負債勘定並びに信託財産に生じ
た全ての収益及び費用勘定について、貸借
対照表及び損益計算書の該当勘定科目に計
上しております。
なお、該当勘定科目に計上した信託財産
のうち重要性がある下記の科目について
は、貸借対照表において区分掲記しており
ます。
①信託現金及び信託預金
②信託建物、信託構築物、信託機械及び装
置、信託工具、器具及び備品、信託土地
③信託借地権、信託その他無形固定資産
④信託預り敷金及び保証金
盪消費税等の処理方法
消費税及び地方消費税の会計処理は、税
抜方式によっております。ただし、固定資
産に係る控除対象外消費税等は長期前払消
費税等に計上し、5年間で均等額を償却し
ております。

盧不動産等を信託財産とする信託受益権に関
する会計処理方針
同左

盪消費税等の処理方法
同左



─────当会計期間より、「リース取引に関する会計基準」
（企業会計基準第13号　平成5年6月17日、平成19年3月
30日改正）及び「リース取引に関する会計基準の適用
指針」（企業会計基準適用指針第16号　平成6年1月18
日、平成19年3月30日改正）を適用しております。
これによる損益に与える影響はありません。

前期（ご参考）
（自平成20年 4 月 1 日
至平成20年 9 月30日）

当期
（自平成20年10月 1 日
至平成21年 3 月31日）

033

※1. 投資信託及び投
資法人に関する
法律第67条第4
項に定める最低
純資産額

50,000千円

前期（ご参考）
（平成20年9月30日）

当期
（平成21年3月31日）

50,000千円

【貸借対照表に関する注記】

【会計方針の変更に関する注記】

─────（損益計算書）
前期まで営業外収益の「その他」に含めて表示して

おりました「未払分配金除斥益」は、営業外収益の総
額の100分の10を超えたため区分掲記しました。
なお、前期における「未払分配金除斥益」の金額は

675千円です。

前期（ご参考）
（自平成20年 4 月 1 日
至平成20年 9 月30日）

当期
（自平成20年10月 1 日
至平成21年 3 月31日）

【表示方法の変更に関する注記】



※1. 不動産賃貸事業
損益の内訳

（単位：千円）
A. 不動産賃貸事業収益
賃貸事業収入
（賃料） 3,723,374
（共益費） 774,952
（水道光熱費収入） 472,126
（駐車場収入） 91,700
（付帯収入） 18,349

計 5,080,503
その他賃貸事業収入
（その他雑収入） 18,083

計 18,083
不動産賃貸事業収益合計 5,098,586

B. 不動産賃貸事業費用
賃貸事業費用
（外部委託費） 409,564
（水道光熱費） 425,671
（公租公課） 358,029
（保険料） 8,630
（修繕費） 68,662
（減価償却費） 865,998
（その他賃貸事業費用） 14,649
不動産賃貸事業費用合計 2,151,205

C.不動産賃貸事業損益（A－B） 2,947,381

（単位：千円）
A. 不動産賃貸事業収益
賃貸事業収入
（賃料） 3,611,234
（共益費） 730,375
（水道光熱費収入） 398,811
（駐車場収入） 89,524
（付帯収入） 16,609

計 4,846,555
その他賃貸事業収入
（その他雑収入） 21,477

計 21,477
不動産賃貸事業収益合計 4,868,032

B. 不動産賃貸事業費用
賃貸事業費用
（外部委託費） 386,681
（水道光熱費） 379,616
（公租公課） 357,760
（保険料） 7,431
（修繕費） 80,711
（減価償却費） 869,408
（その他賃貸事業費用） 16,586
不動産賃貸事業費用合計 2,098,198

C.不動産賃貸事業損益（A－B） 2,769,833

034

【損益計算書に関する注記】

前期（ご参考）
（自平成20年 4 月 1 日
至平成20年 9 月30日）

当期
（自平成20年10月 1 日
至平成21年 3 月31日）

発行可能投資口総口数 2,000,000口
発行済投資口数 96,900口

※1. 発行可能投資口
総口数及び発行
済投資口数

【投資主資本等変動計算書に関する注記】

前期（ご参考）
（自平成20年 4 月 1 日
至平成20年 9 月30日）

当期
（自平成20年10月 1 日
至平成21年 3 月31日）

発行可能投資口総口数 2,000,000口
発行済投資口数 96,900口
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1. 繰延税金資産及び
繰延税金負債の発
生の主な原因別内
訳

（単位：千円）
（繰延税金資産）
未払事業所税損金不算入額 640
未払事業税損金不算入額 ―
繰延税金資産合計 640
（繰延税金資産の純額） 640

（単位：千円）
（繰延税金資産）
未払事業所税損金不算入額 1,280
未払事業税損金不算入額 56
繰延税金資産合計 1,337
（繰延税金資産の純額） 1,337

2. 法定実効税率と税
効果会計適用後の
負担率との間に重
要な差異があると
きの、当該差異の
原因となった主要
な項目別の内訳

（単位：％）
法定実効税率 39.39
（調整）
支払分配金の損金算入額 △39.34
その他 0.03
税効果会計適用後法人税等の負担率 0.08

（単位：％）
法定実効税率 39.33
（調整）
支払分配金の損金算入額 △39.31
その他 0.03
税効果会計適用後法人税等の負担率 0.05

【税効果会計に関する注記】

前期（ご参考）
（自平成20年 4 月 1 日
至平成20年 9 月30日）

当期
（自平成20年10月 1 日
至平成21年 3 月31日）

1. 一口当たり純資産
額及び一口当たり
当期純利益

一口当たり純資産額 796,247円
一口当たり当期純利益 21,981円
一口当たり当期純利益は、当期純利益を日数
加重平均投資口数で除することにより算出し
ております。

【一口当たり情報に関する注記】

前期（ご参考）
（自平成20年 4 月 1 日
至平成20年 9 月30日）

当期
（自平成20年10月 1 日
至平成21年 3 月31日）

一口当たり純資産額 795,183円
一口当たり当期純利益 20,917円
一口当たり当期純利益は、当期純利益を日数
加重平均投資口数で除することにより算出し
ております。

該当事項はありません。

【重要な後発事象に関する注記】

前期（ご参考）
（自平成20年 4 月 1 日
至平成20年 9 月30日）

当期
（自平成20年10月 1 日
至平成21年 3 月31日）

同左

3. 法人税等の税率の
変更による繰延税
金資産及び繰延税
金負債の金額の修
正

─────「地方法人特別税等に関する暫定措置法」
（平成20年法律第25号）が平成20年4月30日
に公布されたことに伴い、繰延税金資産及び
繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率
は、従来の39.39％から39.33％に変更され
ました。
この税率の変更による影響額は軽微です。
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蠻 . 金 銭 の 分 配 に 係 る 計 算 書

蠢当期未処分利益

蠡分配金の額

（投資口1口当たりの分配金の額）

蠱次期繰越利益

分配金の額の算出方法

2,026,975,087円

2,026,954,200円

（20,918円）

20,887円

当期
（自平成20年10月 1 日
至平成21年 3 月31日）

2,130,034,747円

2,129,958,900円

（21,981円）

75,847円

本規約第27条第1項の定める分配方
針に基づき、分配金の額は利益の金額
を限度とし、かつ租税特別措置法第
67条の15に規定されている「配当可
能所得の金額」の90％に相当する金
額を超えるものとしております。かか
る方針により、当期未処分利益を超え
ない額で発行済投資口数96,900口の整
数倍の最大値となる2,129,958,900円
を利益分配金として分配することとい
たしました。なお、本規約第27条第1
項第3号に定める利益を超えた金銭の
分配は行いません。

本規約第27条第1項の定める分配方
針に基づき、分配金の額は利益の金額
を限度とし、かつ租税特別措置法第
67条の15に規定されている「配当可
能所得の金額」の90％に相当する金
額を超えるものとしております。かか
る方針により、当期未処分利益を超え
ない額で発行済投資口数96,900口の整
数倍の最大値となる2,026,954,200円
を利益分配金として分配することとい
たしました。なお、本規約第27条第1
項第3号に定める利益を超えた金銭の
分配は行いません。

前期（ご参考）
（自平成20年 4 月 1 日
至平成20年 9 月30日）

金銭の分配に係る計算書
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衄 . 会 計 監 査 人 の 監 査 報 告 書

会計監査人の監査報告書
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衂 . キャッシュ・フロー計算書（参考情報）

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前当期純利益

減価償却費

投資法人債発行費償却

受取利息

支払利息

営業未収入金の増減額（△は増加）

営業未払金の増減額（△は減少）

未払費用の増減額（△は減少）

未払消費税等の増減額（△は減少）

前受金の増減額（△は減少）

預り金の増減額（△は減少）

前払費用の増減額（△は増加）

長期前払費用の増減額（△は増加）

長期前払消費税等の増減額（△は増加）

その他

小計

利息の受取額

利息の支払額

法人税等の支払額又は還付額（△は支払）

営業活動によるキャッシュ・フロー

投資活動によるキャッシュ・フロー

信託有形固定資産の取得による支出

信託預り敷金及び保証金の収入

信託預り敷金及び保証金の支出

信託預り敷金及び保証金対応信託預金の払戻による収入

信託預り敷金及び保証金対応信託預金の預入による支出

投資活動によるキャッシュ・フロー

財務活動によるキャッシュ・フロー

長期借入金の返済による支出

分配金の支払額

財務活動によるキャッシュ・フロー

現金及び現金同等物の増減額（△は減少）

現金及び現金同等物の期首残高

現金及び現金同等物の期末残高

2,027,873

869,408

－

△3,937

318,161

23,240

△25,274

△10,298

△32,510

△12,819

△18,164

60,564

9,260

133

5,471

3,211,109

3,937

△318,294

518

2,897,271

△139,963

194,516

△436,769

436,769

△194,516

△139,963

－

△2,132,165

△2,132,165

625,142

4,840,758

5,465,900

2,131,701

865,998

33,197

△6,829

338,822

△16,326

△5,094

△190,725

△70,299

△13,310

△22,686

△58,411

1,635

133

△2,294

2,985,509

6,829

△338,822

68

2,653,585

△246,008

369,582

△193,436

3,048,436

△369,582

2,608,991

△2,855,000

△5,647,337

△8,502,337

△3,239,760

8,080,518

4,840,758

キャッシュ・フロー計算書（参考情報）

（注）キャッシュ・フロー計算書は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号）に基づ
き作成しておりますが、参考情報として添付しております。このキャッシュ・フロー計算書は、「投資信託及び投資法人
に関する法律」第130条の規定に基づく会計監査人の監査対象ではないため、会計監査人の監査は受けておりません。

当期
（自 平成20年10月 1 日
至 平成21年 3 月31日）

前期
（自 平成20年 4 月 1 日
至 平成20年 9 月30日）

（単位：千円）
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キャッシュ・フロ
ー計算書における
資金の範囲

キャッシュ・フロー計算書における資金
（現金及び現金同等物）は、手許現金及び信
託現金、随時引き出し可能な預金及び信託預
金並びに容易に換金可能であり、かつ、価値
の変動について僅少なリスクしか負わない取
得日から3ヶ月以内に償還期限の到来する短
期投資からなっております。

同左

【重要な会計方針に係る事項に関する注記】

現金及び現金同等
物の期末残高と貸
借対照表に掲記さ
れている科目の金
額との関係

（平成21年3月31日現在）
（単位：千円）

現金及び預金 2,116,277
信託現金及び信託預金 7,899,128
信託預り敷金及び
保証金対応信託預金（注） △4,549,505

現金及び現金同等物 5,465,900

（平成20年9月30日現在）
（単位：千円）

現金及び預金 1,500,393
信託現金及び信託預金 8,132,122
信託預り敷金及び
保証金対応信託預金（注） △4,791,758

現金及び現金同等物 4,840,758

【キャッシュ・フロー計算書に関する注記】

（注）テナントから預っている敷金及び保証金であり、テナント退去時にテナントに返還するため信託預金に積み立てております。

前期
（自平成20年 4 月 1 日
至平成20年 9 月30日）

当期
（自平成20年10月 1 日
至平成21年 3 月31日）

前期
（自平成20年 4 月 1 日
至平成20年 9 月30日）

当期
（自平成20年10月 1 日
至平成21年 3 月31日）
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衒 . 投 資 主 イ ン フ ォ メ ー シ ョ ン

◆住所等の変更手続について
住所、氏名、届出印などの変更は、お取引証券会社にお申し出ください。
なお、投資証券電子化前に、証券保管振替機構に投資証券を預託されなかった投資口につきましては、

本投資法人が三菱UFJ信託銀行株式会社に「特別口座」を開設し、管理しております。特別口座の投資
口に関する各種お手続きにつきましては、三菱UFJ信託銀行株式会社証券代行部へご連絡ください。
（電話照会先）テレホンセンター番号　0120－232－711（受付時間：土・日・祝祭日を除く9：00～17：00）

テレホン自動音声応答サービス　0120－244－479（24時間受付：お手続用紙ご請求専用）
（インターネットホームページURL） http://www.tr.mufg.jp/daikou/

◆分配金について
「分配金」は、「投資主分配金領収証」をお近くの株式会社ゆうちょ銀行全国本支店及び出張所、並び
に郵便局（銀行代理業者）にお持ちいただくことでお受け取りいただけます。受取期間を過ぎた場合は、
「投資主分配金領収証」裏面に受取方法を指定し、三菱UFJ信託銀行株式会社証券代行部へご郵送いただ
くか、同信託銀行の本支店窓口にてお受け取りください。
（送付先）〒137-8081  東京都江東区東砂七丁目10番11号　　三菱UFJ信託銀行株式会社証券代行部
また、今後の分配金に関して、銀行振込のご指定、源泉分離課税選択申告などの手続をご希望の方は

三菱UFJ信託銀行株式会社証券代行部へご連絡ください。

◆ホームページについて
ホームページアドレス　http://www.go-reit.co.jp/
グローバル・ワン不動産投資法人のホームページでは、投資方針など基本的な仕組みの他に
蘆最新のプレスリリース資料、決算情報等の各種法定ディスクロージャー資料、分配金に関する情報
蘆投資物件のポートフォリオ内容、物件概要（写真、地図など）、月次稼働状況
などのコンテンツをご提供させていただいており、今後もさらに充実を図っていきます。
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決算期日

投資主総会

同議決権行使投資主確定日

分配金支払確定基準日

上場金融商品取引所

公告掲載新聞

投資主名簿等管理人

同事務取扱場所

同連絡先
（郵便物送付・電話照会）

同取次所

毎年3月末日、9月末日

2年に1回以上開催

あらかじめ公告し定めた日

毎年3月末日、9月末日（分配金は支払確定基準日より3ヶ月以内に
お支払いたします。）

株式会社東京証券取引所（銘柄コード：8958）

日本経済新聞

東京都千代田区丸の内一丁目4番5号
三菱UFJ信託銀行株式会社

東京都千代田区丸の内一丁目4番5号
三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部

〒137-8081
東京都江東区東砂七丁目10番11号
三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部
電話　0120-232-711（フリーダイヤル）

三菱UFJ信託銀行株式会社　全国各支店

投資主メモ




